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愛知県個人情報保護審議会答申の概要 

 

答申第 216 号（ 諮問第 238 号）  

件名： 生徒指導要録の一部開示決定に関する 件 

 

１  開示請求 

  令和 4 年 8 月 9 日 

２  原処分 

  令和 4 年 8 月 23 日（ 一部開示決定）  

  愛知県教育委員会（ 以下「 教育委員会」 と いう 。） が、 審査請求人に係る 指導要

録（ 添付書類等すべて）A高等学校在学中のも の全ての自己情報開示請求について、

別表の 1 欄に掲げる 部分を 不開示と し た。  

３  審査請求 

  令和 4 年 11 月 24 日 

  原処分の取り 消し を 求める 。  

４  諮問 

  令和 5 年 2 月 28 日 

５  答申 

  令和 6 年 1 月 30 日 

６  審議会の結論 

  教育委員会が、 別表の 1 欄に掲げる 部分を 不開示と し たこ と は妥当である 。  

７  審議会の判断 

( 1)  判断に当たっ ての基本的考え方 

   愛知県個人情報保護条例（ 平成 16 年愛知県条例第 66 号。以下「 条例」 と いう 。）

は、 第 1 条に規定さ れている と おり 、 実施機関の保有する 個人情報の開示を 請求

する 個人の権利を明ら かにし 、 も って県政の適正な運営を 図り つつ、 個人の権利

利益を 保護する こ と を目的と し て制定さ れたも のであり 、原則開示の理念のも と

に解釈・ 運用さ れなければなら ない。  

   当審議会は、自己に関する 保有個人情報の開示を請求する 権利が不当に侵害さ

れる こ と のないよ う 、 原則開示の理念に立っ て条例を解釈し 、 以下判断する も の

である 。  

 ( 2)  本件保有個人情報について 

   本件保有個人情報は、 学校教育法施行規則（ 昭和 22 年文部省令第 11 号） 第 24

条第 1 項の規定に基づき A高等学校が作成し た、児童等の学習及び健康の状況を

記録し た審査請求人に係る 指導要録である 。  

   実施機関は、 別表の 1 欄に掲げる 部分（ 以下「 本件情報」 と いう 。） を条例第
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17 条第 4 号及び第 8 号に該当する も のと し て不開示にし ている 。  

( 3)  条例第 17 条第 4 号該当性について 

  ア  条例第 17 条第 4 号は、 個人の評価、 診断、 選考、 指導、 相談等の適切な執

行を 確保する ための規定であり 、 こ れら の事務事業の性格に着目し 、 こ れら の

事務事業に関する 情報で、 開示請求者に開示する こ と によ り 、 当該事務事業の

適切な執行に著し い支障を生ずる おそれのある も のは、開示し ないこ と を 定め

たも のである 。  

    こ の考え方に基づき 、 同号該当性について以下検討する 。  

    イ  実施機関によ れば、 本件情報は、 学級担任者が学習の過程や成果など を 要約

し て記載する こ と によ り 成長過程にある 生徒を 適切に指導し ていく 上で参考

と する も のである と のこ と である 。  

当審議会において実施機関から 説明を 聴取し たと こ ろ、学級担任者は生徒等

へ開示さ れないこ と を 前提に生徒指導要録を 作成し ており 、こ れら の情報を 開

示する こ と になれば、学級担任者が開示を意識し て生徒指導要録を 作成する こ

と になり 、 生徒指導要録の所見等への記入が形骸化し 、 生徒指導要録の本来の

目的である 生徒の能力・ 個性を 客観的に把握し 、 正確に記入する こ と が困難と

なる 事態が考えら れ、生徒指導要録をも と にし た生徒指導の事務に著し い支障

が生ずる おそれがある と のこ と である 。  

ウ  当審議会において本件情報を見分し たと こ ろ、生徒の学習の過程や成果が丁

寧に記載さ れていた。 こ れら の情報を 開示する こ と になれば、 実施機関が主張

する と おり 、学級担任者が開示を 意識し て生徒指導要録を 作成する こ と になり 、

生徒指導要録の所見等への記入が形骸化し 、生徒指導要録の本来の目的である

生徒の能力・ 個性を 客観的に把握し 、 正確に記入する こ と が困難と なる 事態が

考えら れ、今後の県立高等学校における 生徒指導要録を も と にし た生徒指導の

事務の適正な遂行に著し い支障を 及ぼすおそれがある と 認めら れる 。  

    し たがっ て、 本件情報は、 条例第 17 条第 4 号に該当する 。  

( 4)  条例第 17 条第 8 号該当性について 

ア 本号は、 県の機関又は国、 独立行政法人等、 他の地方公共団体若し く は地方

独立行政法人が行う 事務事業は、公益に適合する よ う 適正に遂行さ れる も ので

ある が、 こ れら の事務事業に関する 情報の中には、 開示する こ と によ り 、 当該

事務事業の性質上、その適正な遂行に支障を 及ぼすおそれがある も のが含ま れ

る ため、こ れら の情報が記録さ れた保有個人情報は不開示と する こ と を定めた

も のである 。  

こ の考え方に基づき 、 同号該当性について以下検討する 。  

イ  本件情報は、 前記( 3) のと おり 、 生徒の学習の過程や成果が丁寧に記載さ れ

ていた。 こ れら の情報を 開示する こ と になれば、 実施機関が主張する と おり 、
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学級担任者が開示を意識し て生徒指導要録を 作成する こ と になり 、生徒指導要

録の所見等への記入が形骸化し 、 生徒指導要録の本来の目的である 生徒の能

力・ 個性を 客観的に把握し 、正確に記入する こ と が困難と なる 事態が考えら れ、

今後の県立高等学校における 生徒指導要録を も と にし た生徒指導の事務の適

正な遂行に支障を 及ぼすおそれがある も のと 認めら れる 。  

し たがっ て、 本件情報は、 条例第 17 条第 8 号に該当する 。  

( 5)  審査請求人のその他の主張について 

   本件情報を 不開示と し たこ と の妥当性については、審査請求人がすでに高等学

校を卒業し 、 数年経過し ている こ と を 考慮し たと し ても 、 前記( 3) 及び( 4) におい

て述べたと おり であり 、 審査請求人のその他の主張は、 当審議会の判断に影響を

及ぼすも のではない。  

 ( 6)  ま と め  

   以上によ り 、「 ６  審議会の結論」 のと おり 判断する 。  

 

 別表 

１  開示し ないこ と と し た部分 ２  開示し ないこ と と し た根拠規定 

特別活動の記録 

所見等 

 

総合所見及び指導上参考と なる 諸事項 

( 5)  総合所見 

条例第 17 条第 4 号及び第 8 号 

 

 


